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はじめに

　現在、中日関係はある種の試練に直面している。民主党政権誕生後、両

国は引き続き「戦略的互恵関係」を掲げて、政治的にもある程度順調に推

移しているかに見えた。しかし、釣魚島（日本では尖閣諸島）沖での中国

漁船と日本の海上保安庁の巡視船による衝突事件以後、事態は大きく変化

しつつある。今後の中日関係はどうなるのであろうか。いまや中日間の経

済関係はますます深化し、両国にとって無くてはならない存在になってい

るものの、他方で政治的にぎくしゃくすればやがて経済にも悪影響が出て

こないと言う保証はない。そこで、この問題の背景を探り、今後どのよう

な解決の可能性があるか、について考えてみたい。

一、今回の釣魚島紛争の違い及び中日関係に与えた影響

　去年９月、いわゆる「戦略的互恵関係」を構築している中日関係にまた

外交紛争の事件が発生した。つまり、９月７日に東シナ海の釣魚島沖で中

国の漁船と日本の海上保安庁の巡視船が衝突した事件で、中日関係は再度

＊　本稿は、第293回新潟大学法学会研究会（2011年4月21日）にて行った講
演内容に加筆修正を施したものである。参加者に記して御礼申し上げる。
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の試練に直面することとなった。

　実は、釣魚島問題をめぐる両国の領有権についての摩擦は新しい問題で

はない。つまり、1970年代以後、ずっと存在していた問題で、これまで

何度も紛争が発生してきた。しかし、今回の事件はこれまでのそれとは同

一ではないと考えられる。一つ目の違いは中日関係の大きな背景が微妙に

変化していることである。今までの紛争は日本が中国より相対的に国力が

強かったために、中国側が出来るかぎりこの問題を棚上げにして紛争しな

いように対応してきた。しかし、近年中国は、経済規模が次第に拡大し、

日本を越えて世界で二番目の経済大国になった。この経済の台頭に伴っ

て、技術や軍事などの発展も急速に進み、海外の資源や海上ルートを維持

することがますます重要になったという事情がある。その背景の下で釣魚

島をめぐる棚上げ政策にも微妙な変化が見られ、以前よりは積極的に対応

するようになったことである。

　二つ目の違いは、今回の事件について、日本側の対応も一変して、政治

的ではなく、法律的に処理したことである。つまり、事件が発生すると中

国側の船と船員たちを拘束し、日本国内の法律的なプログラムの枠組みで

処理しようとした。特に船員を釈放したあと、中国船の船長を17日間に

わたって拘束し、日本の国内法で裁く予定であった。中国政府の強い抗議

やアメリカ政府の圧力などが原因で、９月24日の起訴期限以前に船長を

釈放したが、やはり処分保留のままの釈放であった。今回の日本側の対応

の仕方の違いはたぶん日本の国内事情に原因があるかもしれないが、中国

の立場から見れば、どうしても認められないだろう。もし日本の国内法で

今回の事件を処理することを認めれば、釣魚島が日本の領土だと言うこと

を認めることと同じだからである。よって、今回の事件が発生してから、

中国側は繰り返し日本側に強く抗議し、無条件で中国人の船長を釈放する

ことを要求した。そして、対抗策として閣僚級以上の交流停止や文化交流

の代表団の訪問の一時中止など、対日強硬姿勢をとったのである。結局、

日本側は中国側の要求をある程度認めて船長を釈放したが、中国側の立場
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から見れば、今回の日本側の態度とやり方は以前と違って、強硬だと感じ

たのである。

　今回の事件そのものは一応終わったが、この問題をめぐって両国間の対

立が完全に終了したとは言えないであろう。その理由の１つは、中国でも

日本でも、国内で相手国に対する抗議運動が何回も発生しているからであ

る。日本側には中国の駐日大使館や領事館の近辺で反中デモが行われ、中

国への抗議活動を行っているのに対して、中国側でも西部と中部のいくつ

かの大都市で日本に抗議する反日デモが発生している。そして、報道によ

ると、今回の事件を解決した後にも、やはり中国政府の海洋監視船が何回

も釣魚島沖に姿を現し、日本の海上保安庁の巡視船と海上で対峙する事態

が発生している。

　現在では、今回の事件で中止された中日両国の首脳会談はすでに再開

し、両国政府も何回も中日のいわゆる「戦略的互恵関係」を強調している

ものの、今回の事件を通じて、中日関係はやはり非常に脆弱であり、「戦

略的互恵関係」の目標からはまだまだほど遠いことがわかる。むしろ、中

日両国の国家戦略にある程度の対立があるのだと言えるのではないかと思

う。中国は高度経済成長に伴って経済の国際化と政治の大国化の目標を追

求し、海洋資源と海上ルートの必要や近代の屈辱を捨てて、大国としての

地位の回復などが国の発展戦略であり、ある程度現在の不満足な国際秩序

を変革したいであろう。他方、日本はやはり経済大国と同時に国際政治で

の役割をもっと果たし、自分の大国的地位と現行の国際秩序を維持するこ

とが国の発展戦略であると考えるであろう。しかし、残念なのは、日本や

中国を含む東アジアでは国家中心主義の考えが強く、地域主義の意識がや

はり乏しいというのが現状であろう。よって、同じ大国としての戦略目標

を持っている日本と中国が並立することはなかなか困難であるし、一方は

ある程度現状の変革を望み、他方は現状の維持を望むとなれば、双方が衝

突することは必至であろう。釣魚島問題の発生はそうした対立の１つの

きっかけに過ぎないと考えられる。
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　その意味で、現況から見れば、中日関係を改善して、いわゆる「戦略的

互恵関係」を樹立できるまでにはまだまだ時間がかかるとみなければなら

ない。その目標へと進む過程の中に、やはりいろいろな衝突があると考え

るのが自然である。今回の事件はすでに中日関係に大きなマイナスの影響

を与えた。たとえば、政府レベルの協力関係と信頼関係はますます薄く、

弱くなり、民間レベルにいたっては感情の悪化はますます深刻化している

と思う。

　今回の事件で中日関係のいわゆる戦略互恵関係が不安定になって、政府

の政治関係や両国の経済協力関係や地域の協力などに影響して、両国の政

治家たちも互いに指摘しあった。特に民間感情が悪化し、両国で反中及び

反日デモが発生した。今回の日本の大震災で中日関係は少し緩和したが、

釣魚島をめぐる対立はやはりそのままであろう。

二、釣魚島問題と中日関係における釣魚島問題の位置

　そこで次に、中国と日本の両国が主張する歴史的根拠と法的根拠の両方

から釣魚島問題の経緯を振り返ってみよう。中国側は主として、歴史的根

拠から釣魚島の領有権を主張している。つまり、釣魚島はずっと台湾の付

属の島として歴史上、中国漁民の漁場であり、15世紀の明の時代から中

国の領土となっていたというものである。その根拠として、イギリスの学

者ジョンリの書いた「中国科学技術史」によると、1430年の中国の明の

時代の「順風相送」という本の中に「釣魚島」が中国の福建から琉球へ行

く途中の航路のシンボルの一つであると記載している。また、1534年に

中国人の陳侃の書いた「使琉球録」の中にも、中国から琉球へ行く航海の

経歴と琉球と釣魚島の境界について詳細に記載している。また、中国の清

の時代の実力者である西太后が自分の健康のために、当時の皇室の医師に

漢方薬を採りに釣魚島に行くようにと指示した命令書もある。しかし、近



釣魚島衝突事件と中日関係　（梁）230

代になると、日本は1894年から1895年の日清戦争の勝利に乗じて、釣魚

島を沖縄の一部として日本領に編入した。

　勿論、今の中国政府も国際法に基づいて釣魚島の領有権を主張してい

る。国際法の「先占」と「実効支配」の原則に基づき、15世紀の明の時

代から釣魚島がすでに中国の海上防衛の範囲に入っていたため、「無主の

地」ではなかったと強調している。それゆえ、中国は日本の主張している

「先占」は不法であると指摘しているのである。

　これに対し、日本側は国際法の「無主地の先占」と「実効支配」と「時

効」の原則を強調し、釣魚島の領有権を主張している。つまり、釣魚島が

無人島として1880年代までは「無主の地」であったが、1884年に同島は

日本人の古賀辰四郎によって発見され、1895年１月14日に日本の内閣の

決定によって釣魚島を沖縄県に編入した。そして、古賀氏の請求に応じて

1896年から、日本政府は30年間の無料貸与の許可を与え、古賀氏一家が

釣魚島の居民として居住していた。そのほか、その時から、日本が何十年

もの間「実効支配」をしており、中国側が何の異議も出さなかっただけで

はなく、1919年に中国の漁民が釣魚島付近で遭難し、釣魚島の住民がこ

れを救助し、中国に送還した。このため、当時の中国政府の長崎駐在領事

から感謝状が授与されている。

　第二次大戦後同島が米軍に占領されていた期間にも、1953年１月８日

付の「人民日報」に掲載された文章は「尖閣諸島」を沖縄の一部と認め、

中国の地図出版社の1958年版の「世界地図集」は「尖閣諸島」を沖縄の

一部と認めている。1971年６月に調印された「日米沖縄返還協定」によっ

ても、アメリカは釣魚島を含めた沖縄を日本に返還した。しかし、大体ほ

ぼ同時期、つまり1971年に、台湾当局と中国政府が釣魚島の領有権を主

張し始めた。日本側では、これは国連アジア極東経済委員会（ECAFE）

が提出した1969年５月の報告書で釣魚島付近に石油・天然ガスの海底資

源が豊富に存在する可能性があることを示唆したことと関連しているもの

と考えられている。
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　以上の両方の主張から見れば、たぶん次のような判断を下すことが出来

るかもしれないだろう。

　歴史的に見れば、釣魚島は中国の領土であろうが、残念ながら、その時

の中国政府は近代的な主権や領土などの概念があまりなかったため、近代

的なやり方で領有権を正式に公表したことはなかった。また、当時の中国

政府は台湾割譲といった、釣魚島以上に大きな危機があったため、小さく

てしかも無人島である釣魚島については、まったく意識していなかった。

これに対し、日本は19世紀後半から徐々に国力が向上すると同時に、欧

米の国際法を学び、近代的なやり方で領土問題に対処し、「実際の占領」

と「正式公表」と「実効支配」を通じて釣魚島の領有権を主張し、実効支

配するにいたったのだといえよう。

　戦後から1970年代まで、釣魚島はアメリカ軍に占領されていたため、

台湾当局は何も言わず、中国政府もアメリカの「帝国主義」とそのアジア

政策に反対するため、日本人民の沖縄返還運動を支持し、釣魚島問題に

まったく触れることはなかった。しかし、70年代に入ると、国際政治の

状況は大きく変わり、中国が西側の国々との関係を改善し始め、次第に国

際社会に復帰し、法的に国際関係を処理することがますます多くなった。

そして、当時の国連アジア極東経済委員会の報告書と沖縄返還によって、

中国は釣魚島の重要性とその歴史的経緯を思い起こすこととなった。特に

台湾当局がまず釣魚島の領有権を主張し始めたことで、当然のことなが

ら、中国の唯一の合法政府を主張している中国政府も釣魚島の領有権を主

張しているというわけである。

　しかしながら、何と言っても釣魚島問題は中日関係の全てではないし、

最も核心的な問題というわけでもないであろう。よって、1970年代から

釣魚島をめぐる両国の論争は存在していたが、その後の中日国交正常化で

も、1978年の中日平和友好条約でも、この問題には触れられておらず、

90年代の冷戦終結までの期間に、両国とも釣魚島問題を棚挙げにしたま

ま、現状維持を続けて両国の関係は発展してきた。
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　つまり、もともと中日関係というのは単に釣魚島といった領土の問題に

限定されるのではなくて、別のもっと重要な内容をたくさん含んだ関係と

いうべきであろう。たとえば、中国と日本の間に大規模な経済・貿易関係

があるし、さらには文化交流関係なども存在し、それら以外にも地域的問

題や世界的な問題にかかわる協力関係も存在している。そのため、これま

で釣魚島問題は中日両国の間で大きな問題にならなかったし、中日関係に

おいてそれほど重要的な地位を占めてこなかったといえよう。

　しかし、冷戦が終結して以来、中国と日本の間には戦略的な摩擦が増え

てきた。特に中国の台頭につれて海洋と資源への意識が高まり、釣魚島問

題の重要性もますます増加してきたし、国力の増強にしたがって近代の屈

辱を解消しようとする意識もだんだん強くなっているため、積極的に釣魚

島問題に言及し始めたと見ることができよう。

　それでは、今、釣魚島問題の性格はいかなるものであろうか、この問題

の経緯とそれをめぐる日本と中国のそれぞれの主張はいかなるものであろ

うか、また中日関係において釣魚島問題はどのように位置づけられるであ

ろうか。これらの問題を検討してみれば、ある程度未来の中日関係を見通

せるのではないかと思う。

　釣魚島問題は中日両国の近代以来、長く残されてきた問題の一つだと言

えよう。勿論、釣魚島をめぐる中日の正式な紛争は1970年代から始まる

が、現実にはこれは近代の中日両国の国際的地位の変化と密接な関係があ

る。つまり、近代の19世紀半ばごろまで東アジア国際社会の中心的な地

位にあった中国が徐々に弱体化して、半植民地状態になったのに対し、当

時、中国と比べれば相対的に国力が劣る日本が明治維新以後、次第に強力

となり、徐々に近代国家として発展していった。その大きな変化につれ

て、中日両国の国際関係の処理の仕方も違った方向へと進むこととなっ

た。つまり、中国は実力を追求するだけでなく、それまでの王道や道徳な

どに基づいて国際関係を処理していたため、主権と法律の概念に疎かった

が、日本は欧米諸国と同じく実力と法律によって領土を含む国際関係を処
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理しはじめた。

　それゆえ、長い間に中国はただ観念的には釣魚島の権利を保持していた

とはいえ、法的な領有権を主張することはなかった。しかし、1970年代

から中国も釣魚島の領有権を主張し始めた。その理由は、釣魚島問題は近

代に入ってから、日本が「侵略」によって釣魚島を中国から奪ったものだ

と考えるようになったからである。しかし、中国とは異なり、日本側では

釣魚島は近代以来ずっと日本の領土であり、当初はいわゆる「無主地」に

対する「先占」と「実効支配」に基づき、日本がこの島の領有権を持つの

は明白だと考えているからである。

　換言すれば、釣魚島問題は1970年代以降、両国間の紛争であるが、実

はそれは近代以後、中日関係と密接に関わる問題であり、特に中国側から

見れば、これが近代の歴史と密接に関連する問題であって、中日の歴史認

識問題とも関わっており、一般的に考えられるよりずっと複雑な問題であ

ると考えられるのである。

　よって、釣魚島問題は中日関係の中の主要的な問題ではないが、中国の

台頭に従って海洋と資源の意識の高まりでますます重要性も増加し、これ

から衝突も増えていくだろうと思う。

三 、釣魚島問題を解決する三つの可能性及び未来の中日
関係

　以上の分析から見てわかるように、中国と日本の間には釣魚島をめぐる

領土問題が存在するといえるであろう。ところが、中国政府も日本政府

も、釣魚島は明らかに自国の領土であると主張している。つまり、両国の

政府は釣魚島がすべて自国の領土であると主張すると同時に、この島をめ

ぐる紛争は存在しないと強調している。この点をめぐり交渉しようとする

意識もまったく存在しなかった。このことは自分で自分を騙すことになる
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のではないかと思われる。

　釣魚島問題の核心はこれが基本的に無人島であり、また中日間では歴史

上この海域の境界線を決めたことはないし、これに関する法的な書類も

まったく存在しない。だから、日本が考えるように釣魚島についての法的

な根拠は薄いとみるべきであろう。現状から見れば、中国と日本は両方と

も釣魚島の領有権を主張し、そのための根拠を探っており、少しも譲歩し

合おうとしない。つまり、日本は釣魚島を実效支配しているが、中国もま

すます国力が強化され、政府は監視船を釣魚島の周辺に派遣している。そ

のため、両国がこの問題に真剣に取り組み、交渉を通じて解決する努力を

しなければ、今後両国が衝突を繰り返す可能性が大いにありうると思わ

れる。

　勿論、領土問題はどの国にとっても敏感な問題であり、国内の民衆の気

持ちを考慮しなければならないが、両国の政府は出来る限り衝突のきっか

けを作らないように現実の状況を踏まえつつ、対話と交渉を通じて冷静に

対処する努力が必要である。

　そこで、今後、釣魚島問題に両国がどのように対処していけばいいかに

ついて、筆者の見るところでは次の三つの可能性があろう。

　一つ目は、今のように双方が実力を行使する状態を続けていく場合であ

る。これは問題を解決させず、局部的な衝突を引き起こし続ける可能性が

ある。勿論直ちに戦争を引き起こす可能性はないが、中日関係に対して

は、最悪の結果になるだろう。

　二つ目は、双方の交渉過程を通じて妥協または国際司法に依拠して処理

をする場合である。これは一番よい方法であり、理性的または法律的に処

理することになるが、現時点で両国政府が直ちに実行しようとするとは思

えない。その理由は、それぞれ国内からの圧力を受けているか、主張して

いる根拠がそれほど確固としていないか、いずれかであると想像されるか

らである。

　三つ目は、領有権問題を棚上げにし、地域の多国間協力の枠組みを作っ
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て、釣魚島を共同領有して管理する場合である。これもよい方法である

が、まだ理想的過ぎて実現の可能性は少ないであろう。地域主義が乏し

く、国家主義が強い東北アジア地域では、地域の多国間協力の枠組みを作

ることは想像できないため、遠い未来のことと考えられるからである。

　要するに、近い将来にわたり釣魚島問題は解決できないまま存在し続

け、ますます深刻化していくように思う。もちろん、未来の中日関係はや

はり利益もあり摩擦もある中で維持されていくしかないが、釣魚島問題が

解決されなければ、中日関係は根本的によくなることは期待薄であるた

め、いわゆる両国が期待する「戦略的互恵関係」の樹立もなかなか困難と

なろう。その結果、釣魚島問題以外の問題を解決する場合にも、それがマ

イナスの影響を及ぼすことが懸念される。

結　語

　以上見てきたように、釣魚島をめぐる問題は容易に解決することは難し

い。このたびの釣魚島をめぐる問題を見ると、両国の考え方や歴史の経緯

や現実の利益などがさまざまな形で影響しており、単純ではないからであ

る。そのため、両国がその解決を急げば事態はますます悪化し、深刻な事

態へと進む可能性も否定できない。両国政府はまずその紛争の存在を認

め、正しく理解して、冷静かつ沈着な対応が必要である。次に、両国のそ

れぞれの主張を公に両国の国民に知らせて、長期的に解決する努力が求め

られているといえよう。


